






















現 場 説 明 書 

工 事 名 植木郵便局受変電設備模様替工事 

（部署名） 日本郵便株式会社 



１ 一般事項 

(1) この工事の入札は、工事請負契約書案又は工事請負請書案及びこの説明書に記

載する条件により日本郵便株式会社入札者注意書に従って行う。 

(2) この工事の入札参加者は、入札執行の完了に至るまで、いつでも入札を辞退す

ることができる。 

(3) この工事の入札参加者は、入札を辞退するときは、その旨を次の各号に掲げる

ところにより申し出るものとする。 

ア  入札執行前にあっては、入札辞退届を契約責任者に直接持参し、又は郵送（入

札日の前日までに到着するものに限る。）して行う。 

イ  入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を入札を執

行する者に直接提出して行う。 

(4) 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱い

を受けるものではない。 

(5) この工事の入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

(6) 入札回数は、原則として２回を限度とする。 

(7) 本体工事の受注者は、工事現場の近隣関係者に対して工事着手前に作業の工程

及び方法等について説明し、工事の円滑な進行を図ること。 

(8) 図面の管理について 

図面については、積算目的以外での使用、第三者への漏えいを禁ずる。 

なお、廃棄する場合においても、第三者に漏えいすることのないよう入札参加

者の責任において処分すること。 

(9) 施工管理体制に関する事項のヒアリング 

削除 

(10) 契約事務 

この工事の契約は、日本郵便株式会社からの委任を受け、日本郵政建築株式会

社が事務を代理する。 

２ 契約の保証 

  削除 

３  中間前金払と既済部分払の選択について 

削除 

４  工事請負契約書案又は工事請負請書案について 

受注者から契約責任者への請求、催告、通知、報告、申出、承諾及び解除に係る書

面は、別に定める工事請負契約関係の書式によること。 

第３条（請負代金内訳書及び工程表）関係 

請負代金内訳書及び工程表は、契約締結後３０日以内に提出すること。 

第 10 条（現場代理人及び主任技術者等）関係 

(1) 配置された主任技術者又は監理技術者については、発注者から資格等の確認

を求められた場合はそれに応じなければならない。監理技術者補佐についても

同様とする。 

(2) 第１項の規定により現場代理人を発注者に通知するときは、定められた様式



により、契約締結後１０日以内に提出すること。 

(3) 第２項の現場代理人は、臨機に駐在とする。 

第 16 条（工事用地の確保等）関係 

(1) 第３項の「撤去」には、支給材料又は貸与品を契約責任者に返還することが

含まれるものとする。 

(2) 第４項の「処分」には、支給材料又は貸与品を回収することが含まれるもの

とする。 

第 26 条（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）関係 

(1) 第１項の規定による賃金水準又は物価水準の変動による請負代金額の変更

（以下「スライド」という。）は、残工事の工期が６０日を越え、かつ、残工事

量が２０％以上ある場合に行う。 

(2) 第２項の「変動前残工事代金額」の算定の基礎となる「当該請求時の出来形

部分」の確認については、第１項の請求があった日から起算して、１４日以内

で契約責任者が受注者と協議して定める日において、契約責任者が指定する社

員に確認させる。この場合において受注者の責により遅延していると認められ

る工事量は、当該請求時の出来高部分に含めるものとする。 

第 30 条（不可抗力による損害）関係 

(1) 第４項の「請負代金額」とは、被害を負担する時点における請負代金額とす

る。 

(2) １回の損害額が当初の請負代金額の５／１０００の額（この額が２０万円を

越えるときは２０万円）に満たない場合は、第４項の｢当該損害の額｣は０とす

る。 

第 35 条（前金払及び中間前払金）関係 

  削除 

第 36 条（保証契約の変更）関係 

 削除 

第 38 条（部分払）関係 

削除 

第 40 条（複数年度にわたる契約の特則）関係 

削除 

第 42 条（複数年度にわたる契約の部分払の特則）関係 

削除 

第 54 条（解除に伴う措置）関係 

(1) 第６項の「撤去」には、支給材料又は貸与品を契約責任者に返還することが

含まれるものとする。 

(2) 第７項の「処分」には、支給材料又は貸与品を回収することが含まれるもの

とする。 

第 57 条（契約不適合責任期間）関係 

(1) 第１項に規定する契約不適合を理由とする履行の追完等を請求できる期間は

引渡しの日から２年とする。 

(2) 第１項に規定する契約不適合を理由とする履行の追完等を請求できる期間内

に、当社が次の時期に行うる契約不適合の調査には、原則として現場代理人が

立ち会うこと。 

ア 第１回目の調査（引渡し後おおむね半年後に実施） 



イ 第２回目の調査（引渡し後おおむね１年後に実施） 

ウ 第３回目の調査（引渡し後２年以内に実施） 

第 61 条（火災保険等）関係 

第１項の規定により、工事目的物及び工事材料等を火災保険その他の保険に付

する場合の取扱いについては、次の「工事目的物及び工事材料等の火災保険等付

保基準」による。 

工事目的物及び工事材料等の火災保険等付保基準 

(1) 保険種類は、火災保険、建設工事保険又は組立保険のいずれか一を選

択することができる。 

(2) 保険金額は、次の場合を除き請負代金額とする。 

ア  支給材料がある場合には、支給材料の価額を請負金額に加えた額を

保険金額とする。 

イ  躯体工事うち基礎工事（杭・地業・根切・山止め・捨てコンクリー

ト類）については、保険対象から除外することができる。 

ウ  火災保険の保険金額は、工事中のいかなるときにおいても保険対象

工事出来高価額及び工事現場における材料価額の合計額以上とする。 

(3) 保険期間の始期は、工事着手の日（工事現場に工事材料が荷卸された

日）とし、終期は、引渡期限とする。 

第 64 条（あっせん又は調停）関係 

第１項に定める建設工事紛争審査会は、受注者が国土交通大臣許可を受けてい

る建設業者の場合は、中央建設工事紛争審査会とし、都道府県知事許可を受けて

いる建設業者の場合は、当該都道府県の建設工事紛争審査会とする。 

５  技術事項 

別紙による。 


